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グローバリゼーションと地域活性化
─理論史的な観点から─
奥　　　和　義
はじめに
　グローバリゼーションが進行している日本経済において，地域経済，地域社会のいちじるし
い衰退を止め，再活性化する方策をさぐることは重要な課題である。日本経済が多方面で大き
な変化の時期を迎えていることはよく知られている。ここでは，つぎのような３点を指摘しよ
う。グローバリゼーションの進行による日本経済の変化，生産年齢人口の減少，そして東京圏
への一極集中である。
　まずグローバリゼーションの影響によって，製造業企業の海外立地が進み，地方から工場が
消滅し，地方での雇用の空洞化がいちじるしいことである。これは資本主義システムの発展が
ポスト工業化期，ポスト産業資本主義の時代を迎え，金融の自由化，マネー資本主義とも言え
るような現象をもたらしてきたことによる。
　グローバリゼーションという言葉そのものは，1990年代初頭には限定された分野をのぞいて
ほとんど知られていなかった言葉である１）。グローバリゼーションという言葉が世界で急速に
広まってきたのは，先進資本主義国のポスト産業資本主義化である。すなわち，国内で産業資
本主義の原理が有効性を失い，世界全体を舞台にして，産業資本主義の原理を追い求めた結果
が，貿易の自由化であり，資本移動の自由化であり，いわゆるグローバリゼーションである２）。
1985年のプラザ合意以降に急速に進んだ円高を嚆矢として，日本の巨大企業の工場の海外移転
が進行し，1990年代の世界経済のグローバリゼーションの進行によって，その傾向に拍車がか
かり，地域の雇用吸収力が失われていったこともよく知られている。
　生産年齢人口の減少は，先進国経済に共通の現象である少子化および医療技術の急速な発達，
保健衛生環境の改善による人の長命化による。これは最終的に消費需要を減少させ，地域社会
を崩壊させる。また世界的にはメガシティへの人口流入と地方都市の衰退，日本では東京を中
心とした大都市圏への人口集中も，これらのことを加速化させている。日本のこのような状況
１）Jones, A.［2006］，アンドリュー・ジョーンズ著（佐々木てる監訳）［2012］，６ページ。
２）岩井克人［2003］，212～213ページ。
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は，以下の３つの図表によって明瞭に示されている。
　図表１は，「日本の人口の推移と長期的な見通し」である。これまでの実績からすれば，国
立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」（出生中位（死亡中
位））がもっとも現実的である。それによれば，人口は，2008年（平成20年）におおむねピー
クを迎えた後，2010年の１億2,806万人（実数），2013年の１億2,730万人（実数）と減少し，
2030年（平成42年）の１億1,662万人をへて，2048年（平成60年）には１億人をわりこみ，
2060年（平成72年）には8,674万人になると推計されている３）。
　図表２は「日本の高齢化率の推移と長期的な見通し」である。これによれば，高齢化率（老
年（65才以上）人口が総人口に占める比率）は，2010年（平成22年）の23.0％から，出生３仮
定推計（中位，高位，低位の３仮定）とも2013年（平成25年）に25.1～２％で４人に１人を上
回り，その後，出生中位推計で2035年（平成47年）に33.4％で３人に１人を上回り，2060年（平
成72年）に39.9％，すなわち2.5人に１人が老年人口になる４）。
３）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」，１ページおよび11ページ
による。また同報告書の２ページによれば，出生高位推計でも2054年（平成66年）には総人口が１億人を
わりこみ，出生低位推計にいたっては2044年（平成56年）に総人口が１億人をわりこむ。
図表１　日本の人口の推移と長期的な見通し
（出所）「国と地方の協議の場」（第３回）2015年１月９日，資料３，による。
3グローバリゼーションと地域活性化（奥）
　図表３－Ａ，Ｂは，３大都市圏（東京圏，名古屋圏，大阪圏）とそれ以外の地方にわけて，
日本の人口動向を見たものである。データから，３大都市圏への人口集中が続いてきたことが
確認できる。３大都市圏の総人口に占める割合は，1960年では40％に満たなかったが，2008年
では50.7％にまで上昇し，とくに東京圏の人口増加がいちじるしく，1960年の約1,786万人（人
口割合は18.9％）から2008年には約3,499万人（人口割合は27.4％）まで増加している。ただし
大阪圏の人口は，1975年の15.0％以降低下を続け，人口総数でも2005年の1,848万人をピークに
微減に転じており，３大都市圏の中で唯一人口が減少している。大都市圏と地方の人口増減の
要因を自然増減要因と社会増減要因に分けてみると，1960年以降，大都市圏では1975年から80
年を除いて，一貫して社会増加となっている。地方は，いくつかの時期をのぞいて社会減少に
なっている。さらに近年，地方から大都市圏への人口流出が加速していることもデータから読
みとれる５）。
４）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」，３ページ，11ページによる。
５）桑畠滋［2010］４～５ページ。
図表２　日本の高齢化率の推移と長期的な見通し
（出所）図表１に同じ。
関西大学商学論集　第60巻第１号（2015年６月）4
　このような諸問題に対応するためにさまざまな取り組みが考えられている。現在の日本政府
が行っている取り組みとしてよく知られているのは，「国と地方の協議の場」第３回会合（平
成27年１月９日）に提出された資料３（「地方創生の推進について」）である。そこでは，長期
的展望（2060年を展望）として，人口減少問題の克服（出生率の上昇，東京一極集中の是正）
と成長力の確保（人口の安定化と生産性向上）がうたわれ，そのための施策として総合戦略（2015
～2019年度の５カ年）がたてられている。全体像は図表４の通りである６）。
　このように地方創生の問題は日本経済社会全体にかかわる課題として存在している。ここで
は，この問題を考える上での理論的視座を考察することにしたい。というのは，歴史的にみれ
６）国と地方の協議の場，第３回（平成27年１月９日）資料３，による。
図表３-Ａ　地域別人口推移
図表３-Ｂ　地域別自然増加数及び社会増加数
（出所）桑畠滋〔2010〕，５ページ。
（原資料）2005年までは総務省「国勢調査」、2008年は総務省「10月１日現在推計人口」
（原注）三大都市圏の定義は以下のとおり
　　　　　　東 京 圏：東京都，神奈川県，埼玉県，千葉県
　　　　　　名古屋圏：愛知県，岐阜県，三重県
　　　　　　大 阪 圏：大阪府，兵庫県，京都府，奈良県
　　　　　　地方　　：３大都市圏以外
（原資料）2000年までは総務省「国勢調査」、2005年以降は総務省「10月１日現在推計人口」を基に作成
（原注）三大都市圏の定義は以下のとおり
　　　　　　東 京 圏：東京都，神奈川県，埼玉県，千葉県
　　　　　　名古屋圏：愛知県，岐阜県，三重県
　　　　　　大 阪 圏：大阪府，兵庫県，京都府，奈良県
　　　　　　地方　　：３大都市圏以外
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ば，多くの都市問題，地域問題が分析され，その際に新しい分析ツールが導入されてきたから
である。このような分析手法の理論的特徴を明らかにすることは，現実問題への適用を考える
上で不可避な作業である。現実の問題を理論的に考察しなければ，問題の本質，特殊性と普遍
性が明らかにならないからである。以下では，問題への示唆を与えられると考えられる，外国
と日本の重要なサーベイ論文を参照し，原典も確認して，欧米における経済地理学の発展史を
確認し，ついで日本のそれを検討し，現在の日本経済が抱える問題についてどのような分析方
法が考えうるのかを考察する７）。
図表４　まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」と「総合戦略」の全体像
（出所）図表１に同じ。
７）ここでは，日本政府が試みる2015年～2019年までの地方創生戦略の是非については論じない。政府の施
策による地方創生の試みと対照的な提言として，「里山資本主義」や「スモールマート革命」などがあげら
れる。たとえば，藻谷浩介・NHK広島取材班［2013］は，「開かれた地域主義」，「21世紀の里山システム」
によって活路を見いだそうとする。同書，102ページ，229ページ。マネー資本主義と対比して里山資本主
義というネーミングは，日本人には受け入れやすいが，他方，これに対しては多くの批判もまた存在して
いる。また，『世界』の2015年５月号では「あるべき地方創生」について特集が組まれ，興味深い論点が提
示されている。
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１．欧米の標準的テキストに示されている経済地理学の理論的系譜
　まず最初に，Aoyama,Y., Murphy, J. T. and S. Hanson,.,［2011］，青山裕子・J. T. マーフィ ・ー
S.ハンソン著（小田宏信・加藤秋人・遠藤貴美子・小室譲訳）［2014］，を手がかりに，欧米に
おける経済地理学の理論的発展を確認することからはじめよう。
　経済地理学の起源と進化は多様な説明が存在し，起源については以下のような説明がある８）。
　⒤英国の植民地主義と関連づけられるもの。植民地主義は，交易ルートや輸送様式をよりよ
く理解し，改良するために，商業地理学の研究を必要としたことによる。
　ⅱJ. H. フォン・チューネン（von Thünen J.H.,［1826］）やA.ウェーバー（Weber A.,［1909］）
といったドイツ立地論（その後をW.クリスタラ （ーChristaller, W.，［1933］）やA.レッシュ（Lösch 
A.,［1940］）が続いた）が起源とされる。これらの立地論は，所与の地理的条件やアクセシビ
リティ（必要とする輸送費）の上で，農場，工場，都市がもっとも効率的に機能するような最
適立地パターンを発展させることであった。その後，立地モデルは北米の経済地理学の中に組
み込まれ，W.アイザード（Isard W., ［1956］）によって地域科学に発展した９）。
８）Aoyama,Y., Murphy, J.T. and S. Hanson,. ,［2011］，青山裕子・J. T. マーフィ ・ーS.ハンソン著（小田宏信・ 
加藤秋人・遠藤貴美子・小室譲訳）［2014］，２～７ページ，による。
９）Aoyama,Y., Murphy, J.T. and Hanson,. , ［2011］，青山裕子・J. T. マーフィー・S.ハンソン著（小田宏信・ 
加藤秋人・遠藤貴美子・小室譲訳）［2014］，は学説史の研究書ではないので，W.アイザードの理論的特徴
と学説上の貢献にまで詳細にふれられてはいない。W.アイザードはアメリカで地域科学研究の創始者とし
て学説史上欠かすことのできないほど著名であるので，ここで若干の補足をしておこう。彼は1919年４月
19日にフィラデルフィアで生まれ，1939年にテンプル大学を卒業し，ハーバード大学に進んで，アルヴィン・
ハンセンとアボット・アッシャーの下で学び，立地論に関心を示した。彼は1941年に学位を取得しないま
まハーバード大学からシカゴ大学に移り，フランク・ナイト，オスカー・ランゲ（数学研究の関心から），
ジェイコブ・ヴァイナー（経済学研究がアイザードの研究方向に重要であった）の下で学んだ。1920年代・
1930年代のビル建設と交通機関の発達について博士論文を書き，1943年にハーバード大学から博士号を取
得した。おもに立地問題に焦点をあてるようになったアイザードは，1945年にハーバード大学の非常勤講
師となり，合衆国における鉄鋼産業の立地についての研究を行い，原子力利用の費用と効果についての研
究にも手を染めた。ハーバード大学で，アイザードはワシリー・レオンチェフと親交を結び，レオンチェ
フが地域経済の産業連関モデルに関するアイデアを取りまとめる手助けをした。1949年から1953年まで，
アイザードは研究員としてハーバード大学に雇用され，１科目だけ，自ら設定した立地論と地域開発に関
する科目だけを教えていた。この科目の講義を通して，また他の経済学者たちとの議論を通して，アイザ
ードは他の数多くの研究者をこの分野に引き寄せた。アイザードはその後，MIT，ペンシルバニア大学，
コーネル大学に移籍するが，1956年から1979年までペンシルバニア大学の地域科学部・大学院で教育研究
に携わり，そこで多くの研究者を育てた。David, B.,  ［2004］，pp.31-34，および，Grimes, W.,［2010］，
New York Times，Nov., 10, 2010，による。ただし，２つの資料では，博士論文のタイトル，略歴に若干
の不一致があるが，ここでは，David, B.,［2004］，をおもに参照した。Isard W., ［1956］，アイザード著（木
内信蔵監訳，細野昭雄・岡部敬・加藤諦三・糠谷真平訳）［1964］，では，彼が学問的影響を受けたジェイ
コブ・ヴァイナーとワシリー・レンオンチェフの引用が多い。
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　ⅲこのような系譜とは別に，19世紀末から20世紀初めに活躍した，限界革命の中心人物の一
人である，英国の経済学者A.マーシャル（Marshall A.,［1890］）に由来するものがあげられる。
彼は，産業集積現象を明示的に示した最初の人物であり，規模の経済の重要性を示した。産業
集積や産業クラスターは，その関心が経済的なものから社会的，文化的，制度的なものに移っ
ていったけれども，現在でも重要視されている。
　ⅳ北米の人間＝環境の地理学に端を発する系譜がある。ある国土における豊富な抽出資源の
適切な利用についての研究である。
　これらのうち，ⅱとⅲの伝統にもとづいた研究者は，抽象的かつ普遍的な適用を求め，演繹
的・科学的方法を用いた。それに対して，ⅳにもとづく研究者は，経験的，個性記述的であり，
自然地理学と強く結びついていた。1950年代から1960年代にかけては，とくに経済地理学の中
心は空間の科学にシフトした。それは，一般均衡理論，計量分析など，高度に抽象化された内
容になった。
　1970年代から1990年代は，環境問題の表面化，世界規模での成長の減速・停滞，欧米先進工
業国の脱工業化などの諸問題は，経済地理学者に新しい研究テーマを生じさせた。実証主義，
従属理論や世界システム論といった構造主義，労働経済学の研究からの援用，進化経済学，制
度の経済学，産業組織の研究も経済地理学に新しい道を拓いた。その後，イノベーションや技
術変化が，脱工業化後の新産業や雇用創出にとっての潜在的可能性をもっていると見なされ，
生産組織上の諸相と地理的帰結，国家的な文脈での都市・地域戦略へ研究の焦点が移ってきた。
さらに，フランス，ドイツの哲学，社会学，建築学などを援用して，経済地理学は学際性と思
想的混在がますます進み，方法論的アプローチは多様化している。
　1990年代以降は，大きく２つのグループによって発展がはかられている。ひとつは，上述の
「文化論的転回」の認識論的部分に応えたグループであり，もうひとつは，P.クルーグマンの
研究に強く影響を受けたグループである。後者は地理経済学であり，「空間における生産要素
の立地」の研究と定義される10）。これとは対照的に，前者の多様なアプローチを内包する経済
地理学は，①場所と場所との間での経済的差異・特異性・格差，②産業・地域的発展の政治的・
文化的・歴史的局面，③スケール間（グローバルとローカルの）経済的諸関係とその企業・産
業・地域に対する重要性，④世界経済における不平等の原因と結果，に焦点をあてている。
10）地理経済学は，９）でふれたアイザードが代表的地位を長らくしめていたペンシルバニア大学地域科学部，
同大学院地域科学研究科の学問的伝統が影響している。日本人でP.クルーグマンの共同執筆者として著名
な空間経済学者・藤田昌久は，京都大学工学部，同大学院工学研究科を卒業・修了後，ペンシルバニア大
学地域科学専攻で博士号を取得している。
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２．欧米の代表的経済地理学者による分析方法に関する特徴
　エリック・シェパードは，2012年よりUCLAの地理学の教授であるが，それ以前に在職した
ミネソタ大学の名誉教授であり，同大学のRegents Professor（アメリカの州立大学などでみ
られる最高位の教授），アメリカ地理学会会長（2012年～2013年）でもあり，世界的な経済地
理学者として著名である11）。
　E.シェパードによれば，英語圏の経済地理学研究は，２つの独自の競合的なパラダイムによ
って特徴づけられている。地理経済学と地理政治経済学である。前者はP.クルーグマン，A.ベ
ナブルズ，藤田昌久といった経済学者の研究を土台にしており，後者は地理学において主要な
位置をしめる12）。これらの２つの類型分けは，先に述べた標準的な欧米の教科書と同一であり，
E.シェパードが地理政治経済学と呼んでいるパラダイムは，多様なアプローチを内包しながら，
資本主義システムに内在する諸問題，①商品生産，時間，空間，②消費の地理学，③ガバナン
スと規制の地理学─生産規模，④自然，文化，社会，⑤社会的空間的位置─不平等な地理的発
展などを解き明かすとしており，Sheppard, E.,［2013］でそれぞれを解説している。
　E.シェパードによれば，地理経済学では地理を経済の外にある要素としてとりあつかい，資
本主義の地理学を自主的で等しい権利を持つ個人の合理的な行動に基礎をおく交換の均衡の結
果に近づいていくとして叙述している。消費者は効用関数をもち，生産は生産関数によって決
定される。この理論の仮定がまったく非現実的であり，地理がどのように経済に関係している
かについても，資本主義がどのようにうまく機能するかについても，間違った印象を与えてい
る13）。
　シェパードは，地理経済学について，別の論文（Sheppard, E.,［2000］）でより詳細に特徴
と問題点を指摘している。
　「ここ十年間の経済地理学を数学的に理論化しようとする試みは，２つの主要なパラダイム
に分類される。経済学における「収穫逓増」アプローチと地理学における「地域政治経済学」
アプローチである。……（中略：筆者による）……最初に注意が必要なことは，このアプロー
チで強調されている収穫逓増の種類が産業地理学者によって強調されているそれと違っている
ことである。空間集積に関する経済地理学の多くの研究は，マーシャルの産業地域の考え方に
焦点をあててきた。すなわち，相互に地理的に近接していることから利益をえられる緊密な相
互関係のある小企業群の集積である。経済学の別の収穫逓増アプローチ（ある場所での生産規
11）Eric S. Sheppard, Curriculum Vitae（May 2014），による。ただし，http://www.geog.ucla.edu/sites/
default/ﬁles/Sheppard%20Vita%202014.pdf　（2015年５月５日閲覧）。
12）Sheppard, E., ［2013］，18ページ。
13）Sheppard, E., ［2013］，18ページ。
9グローバリゼーションと地域活性化（奥）
模の拡大は生産性増大を生むという考え）は，クールノーやチェンバレンから生まれてきてお
り，チェンバレンのアプローチはクルーグマンや他の学者たちに受け入れられてきた。チェン
バレンのアプローチは，規模の経済を利用できる生産技術をもちいる企業間の独占的競争に基
礎をおいている。集積は，労働者・消費者のクラスターを利用して生じるのであり，マーシャ
ルの理論のように相互に近接しているから生じるのではない。企業立地を説明するパラダイム
として独占的競争を利用することは，レッシュの研究までさかのぼり，実際，1980年代に空間
的価格均衡理論で広く研究された。……（中略：筆者による）……収穫逓増学説としてしばし
ば言及されるが，私は，それを他の収穫逓増の概念化と区別するために，独占的競争アプロー
チと新たに命名する。」 14）
　さらにE.シェパードは，最近発展してきた経済学の分野として，B.アーサーによる進化アプ
ローチ，複雑系アプローチを紹介する。このアプローチでは，異質な個人による競争，交換が
生じる動態的過程，結果として生じる立地の動態などに焦点をあてている15）。
　「「地域政治経済学」パラダイムは，リカードウやマルクスといった古典派経済学者の研究
やケインズやカレツキなどによって影響を受けてきたし，そういった古典的アプローチが新古
典派経済学に論理的に劣っていないとするスラッファやパシネッティの研究結果の上につくら
れている。……（中略：筆者による）……このようなアプローチは，資本主義の空間的ダイナ
ミックスに焦点をあてて，都市と地方の成長，投資戦略と資本移動，労働市場，特化と貿易，
国家や他の社会制度の役割などを分析する。最近では，個別企業の価格戦略もまた注意されて
いる。」16）E.シェパードの論文では，この後，それぞれの詳細な解説がなされているが，２つの
アプローチの特徴は，上述の訳出した部分にまとめられている通りである。
　さて，英語圏の経済地理学の第一人者であるE.シェパードは，Sheppard, E.,［2013］において，
地域政治経済学による経済地理学について，上記①～⑤の５つの資本主義システムに内在する
諸問題の内容を幅広く説明した後で，結論を以下のように８つにまとめて述べている。
「①資本主義空間は，商品生産，交換，消費の過程と共進化している。
　②利己的な商品生産者と消費者の行動は，彼らの利益を侵すような「非合理的な」予期しな
い結果をもたらしがちである。
　③資本主義の性質に関する（支持者と批判者からの）基本的な主張が異議を唱えられる。
　④経済諸過程は，地理的に分化した，そしてしばしば予期しない方法で，政治的，文化的，
社会的，生物物理学的な諸過程と相互に関係している。
　⑤資本主義は，矛盾，均衡の範囲外，進化的性質を示しており，周期的な危機と不均等な社
14）Sheppard, E., ［2000］，pp.100-101.
15）Sheppard, E.,［2000］，p.101. B.アーサーの複雑系アプローチについては，脚注24）も参照。
16）Sheppard, E.,［2000］，p.101.
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会空間的発展を含んでいる。
　⑥資本主義は，その支持者が克服できると主張する不平等を（再）生産する傾向がある。
　⑦不均等な地理的発展ゆえに，資本主義を超える経済実験が必要である。
　⑧資本主義を超える実験は合法的であり，実際にわれわれが現在住んでいるより良い世界，
それは自由で維持可能な世界であるが，を作ろうとするなら，必要である。」17）
３．地理経済学・空間経済学の特質と新産業集積論
　E.シェパードによって，独占的競争アプローチと名づけられたP.クルーグマンや藤田昌久ら
の空間経済学は，どのような理論的特質を持っているのであろうか。Fujita, M. and P. 
Krugman,［2004］，によれば，新経済地理学のゴールは，地理的空間に経済的集積（集中）が
どのように形成されるかを明らかにすることである。集積には多様なレベルがある。近隣の商
店街の形成，都市形成，世界経済における中心と周辺などである18）。
　以下では，Fujita, M., Krugman, P., and A.J.Venebles,［1999］，藤田昌久・P.クルーグマン・
A.ベナブルズ（小出博之訳）［2000］，以降，多くの研究者の研究成果をふまえた，空間経済学
の基礎から最先端までの内容をコンパクトにまとめている標準的な教科書である，佐藤泰裕・
田淵隆俊・山本和博［2011］，を素材にして，空間経済学の理論的特徴を確認しよう。
　空間経済学は，経済活動における距離と空間がもつ意味を重視し，また新貿易理論と新経済
地理学を２つの柱にして，分析ツールを組み立てている19）。経済活動における距離と空間がも
つ意味を重視したの古典的な研究者は，すでにふれたようにJ. H.フォン・チューネンであり，
A.ウェーバーであった。距離を明示的に扱うためには，輸送費をモデルの中に組み込む必要が
ある。
　伝統的な貿易モデルは比較優位モデルとして知られており，生産技術の差異，生産要素の存
在量の相違によって比較優位が生まれてくることがすでに共通の認識である。前者はD.リカー
ドウ，後者はヘクシャー＝オリーンがその始祖とされ，産業間貿易を説明する原理でもある
20）。この比較優位モデルでは距離や郵送費はモデルの中に登場しない。
　現実の世界の中で1970年代以降，産業間貿易よりも産業内貿易が拡大してきた事実を説明す
るために，さまざまな理論的説明が試みられたが，それに成功したのがP.クルーグマンが開発
したモデルであり，新貿易理論として知られている。一定の所得がある層は商品の多様性を好
17）Sheppard, E.,［2013］，31～32ページ。E.シェパードは，ネオ・リカーディアンを高く評価している。日
本でそのもっともまとまった紹介，研究は，高増明〔1991〕，である。
18）Fujita, M. and P. Krugman, ［2004］，p.140
19）佐藤泰裕・田淵隆俊・山本和博［2011］，１ページ。
20）その簡単な説明は，奥和義他著［2012］，４～18ページ，などを参照。
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み，「差別化」された商品を選好する。他方，非常に多くの企業は「収穫逓増」型の技術（「規
模の経済」が働く）によって「差別化」された製品を生産するので，独占的競争市場が形成さ
れることになる。「輸送費」や関税が低下するグローバル化が進んだ世界は，独占的競争市場
を拡大することになり，産業内貿易は増加していくことになる21）。
　貿易は，比較優位にもとづく産業間貿易と，収穫逓増，輸送費，製品差別化にもとづく産業
内貿易に区分される。後者は，新貿易理論と新経済地理学によって説明されるが，それが空間
経済学の中核になる。新貿易理論と新経済地理学は，経済活動の空間分布を分析対象にしてい
る点で共通である。しかし新貿易理論では労働は国際間は移動できないとするが，新経済地理
学では労働は地域間を自由に移動できると考えている22）。
　収穫逓増（規模の経済），輸送費があると，多くの企業は需要規模の大きい地域に立地しよ
うとするであろう。つまりある地域への企業の集積がおこる。労働の移動が自由であれば，需
要自体も移動することになるから，企業の集積はさらに加速することが予測される。このよう
な企業集積，産業集積は，日本の東海道メガロポリス，アメリカの北東部の製造業ベルト，ヨ
ーロッパのブルーバナナなど広範に見られる。それがどこにできるかは，歴史的な偶然の積み
重ねであり，理論的には複数均衡プロセスとして知られている23）。歴史的な偶然性，複数均衡
またロック・インした人口集積は，経路依存性をもつことになる24）。
　19世紀以降に始まる産業革命の世界的連鎖が，貿易関連付帯事業を拡大させ，結果的に輸送
技術，情報通信技術を革新してきたことはよく知られている25）。輸送技術，情報通信技術が革
新され，輸送費が低下すれば，都市集積はさらに進行する26）。
　さて，距離を経済学に取り込むことの重要性を指摘したことは空間経済学の貢献であるが，
その貢献は，地域や都市内部の空間構造について考える点にもある。たとえば，住宅費（住宅
の消費）を効用関数にとりいれ，所得制約式に通勤費を含めることで，都市の空間構造はより
現実的な分析が可能になる。また空間（寡占）競争の理論も研究されている27）
　J. H.フォン・チューネン以後，集積については，集積力だけを仮定していたが，集積力（連
21）奥和義他著［2012］，23～26ページ，などを参照。
22）佐藤泰裕・田淵隆俊・山本和博［2011］，３ページ。
23）佐藤泰裕・田淵隆俊・山本和博［2011］，３～４ページ。
24）歴史的な偶然性と経路依存性，複数均衡などについては，複雑系や進化経済学の研究書である，Arthur, 
W. B., ［1994］，W. B.アーサー著（有賀裕二訳）［2003］，も参照。ただし，複雑系あるいは進化経済学は，
P.クルーグマンたちとの均衡モデルとは一線を画し，異なる思考方法にもとづいていることが，Arthur, 
W. B.,［2013］，でくりかえし強調される。
25）奥和義［2012］，第１章，などを参照。
26）都市集積を輸送費の低下と結びつけたのは，新経済地理学の功績であるが，都市への人口集中は資本主
義システムの再生産過程における労働力供給サイドの結果である点も注意しておく必要がある。これは，
すでに述べたE.シェパードの議論をふまえ，最後にふれる。
27）佐藤泰裕・田淵隆俊・山本和博［2011］，５～６ページ。
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関効果，厚みのある市場，知識のスピルオーバー，その他純粋な外部経済）と分散力（移動不
可能な要素，地代・通勤，混雑・その他純粋な外部不経済）の両方を均衡の中で考えることが
必要であったのである28）。
　空間経済学では，都市への人口集中を，独占的競争下の貿易モデルに労働力移動（人口移動）
をとりこむことで以下のように説明する29）。ある場所に人や企業が集中するのは，次のような
要因によると見なされている。比較優位，規模の経済，公共財，集積の経済である。
　財，サービスの生産費用は地域によって異なるから，それが低い産業の生産割合を増加させ
て他の地域と交易することで経済厚生を上昇させることができる（より多くの財，サービスを
消費できる）。また製造業の場合は，一般的に生産量を増加させても増えない固定費用と生産
量に依存する可変費用があるから，両方を合計して生産量で除した平均費用は生産量が増加す
るほど低くなる傾向がある（規模の経済がはたらく）。さらに，中央政府や地方政府は性質の
異なる公共財を供給するから，経済主体は必要な公共財が供給されているところに集まる。
　集積の経済は，このような３つの要因以外で，さまざまな経済主体が空間的に集中すること
で発生する外部経済の総称である。外部経済は性質により地域特化の経済と都市化の経済に分
類される。地域特化の経済は，企業間の距離が近接している方が取引のための費用が低くなる
と考えられることから生じる。この地域特化の議論は，A.マーシャル（Marshall A.,［1890］）
によってすでに議論されたことでもある30）。
　産業集積は，近年の代表的論者として，P.クルーグマン以外に，M. J.ピオリとC.F.セーブル，
A. J.スコットやM.ストーパー，M.ポーターらがいる。彼らは空間経済学の範疇に分類できな
いが，産業集積について新しい知見を加えているので，関連してここで取りあげておこう。
　松原宏［2012］，に示された新産業集積論の特徴づけによれば以下のようにまとめられる。
M. J.ピオリとC. F.セーブルの産業集積論は，新産業地域論と呼ばれ，サードイタリーの繊維
や革製品の産地が事例となり，クラフト的生産技術にいま一度立ち返ろうとするもので，柔軟
な専門化といわれている。彼らは，ミリュー（技術革新の風土），埋め込み，社会関係資本な
どの新しい概念を付けくわえている。A. J.スコットは新産業論を展開し，O.ウィリアムソンの
取引費用論にもとづいて企業組織内部の取引費用が企業に外部にある市場を通じた取引費用を
下回る場合には垂直統合が生じ，逆の場合は垂直分割が生じると考える。フレキシブル生産は
28）Fujita, M. and P. Krugman,［2004］，p.141，p.156.
29）以下の説明は，佐藤泰裕・田淵隆俊・山本和博［2011］，66～71ページ，による。
30）地域特化の原因として，A.マーシャルは，①知識のスピルオーバー，②大きな熟練労働市場，③巨大な
地域市場に関連した前方連関効果と後方連関効果を指摘していた。また，産業集積の学説は，藤田昌久に
よれば，マーシャル，ウェーバー，フーバー，そしてクリスタラーとレッシュの中心地理論にさかのぼれ
るが，チューネンが経済集積を説明する諸要因の系統立った理由づけを行っていたし，彼はチューネンを
もっとも高く評価している。またアメリカでチューネンの『孤立国』が翻訳されたのは1966年である。
Fujita, M. and P. Krugman,［2004］，p.153.
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垂直分割を増大させ，その空間的コスト節約のために集積が生じるとする。また，ハリウッド
の映画産業の担い手に代表されるような特殊な地域労働市場に注目したことや，累積的な集積
の進行過程を指摘したように集積の動態性にも注意を払っている。M.ストーパーは，A. J.ス
コットの同僚で一括してあつかわれることも多かったが，関係特殊資産（信頼や評判といった
取引関係の質的側面）を強調し，そこから集積論をといている31）。
　経営戦略論の学者としてすでに著名であったM.ポーターも，クラスター論で産業集積に注
目している。彼は，地域をベースにしたダイヤモンド・モデルを描き，要素（投資資源）条件，
需要条件，関連・支援産業，企業の戦略・ライバル関係の４つを競争における優位性要因とし
て位置づけている。さらに，バリュー・チェーン（価値連鎖）の考え方を提示し，その中核の
活動を行うところをホーム・ベースと称し重要視した。このようにポーターは，生産性の上昇，
イノベーション，新規創業の可能性という点で，クラスター論を展開している32）。
　都市においてはさまざまな産業が集まるためにアウトソーシング，労働力の確保などが容易
になり，また人口も多いために多様な消費の可能性も生まれる。大都市では個別企業にとって
需給面でのショックが平準化されることにある。また集積は，企業の技術と労働の熟練のミス
マッチを減らす可能性も高まり，異質なものが接触する大都市では，熟練技術やノウハウとい
った暗黙知もスピルオーバーされる。
　さて，集積を理解するためには，人々に安価で多様な消費機会をもたらす前方連関効果と，
企業に魅力的な市場をもたらす後方連関効果があり，２つの効果の相互作用が累積的にはたら
くと集積はさらに加速する33）。このように集積について，近年，急速に新たな知見が得られて
きているが，それは後述する資本主義システムの新たな展開と重ね合わせてとらえる必要があ
る。
　最後に，P.クルーグマンと藤田昌久の言葉を借りて，空間経済学について重要なポイントを
まとめると，①一般均衡モデル，②収穫逓増（これは不完全競争の市場構造をみちびく）と分
割不可能性，③輸送費，④生産要素と消費者が位置的に動くことが集積の必要条件であるとい
うこと，になる。さらに，３人の共著のモデル化のコツは，ディクシット＝スティグリッツ（の
独占的競争モデル），氷塊（輸送費用がP.サムエルソン流の氷塊輸送の形をとるという意味，
31）松原宏［2018］，159～168ページ。
32）坂井秀吉・柳原透・朽木昭文編著［2014］，は，M.ポーターの産業クラスター論であるダイヤモンド・モ
デル，藤田昌久・P.クルーグマン・A. J.ベナブルズの空間経済学，産業クラスター政策の政策手段である「シ
ークエンス（配列）解析」の３つの特徴を分析し，産業クラスター政策の実践的処方箋を考察している。
これによれば，東アジアの産業クラスター政策は開発戦略として有効であったとみられるという。
33）佐藤泰裕・田淵隆俊・山本和博［2011］，77ページ。空間経済学の理論にもとづき，産業集積の効果を日
本の製造業にあてはめて実証した研究に，大塚章弘［2008］，があり，米国と同様の結果が得られている（同
書，128ページ。）また，亀山嘉大［2006］，でも集積の経済が都市の成長・衰退とどのように関連している
かモデル分析が行われ，空間経済学にもとづく実証研究が日本でも進んでいることがわかる。
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輸送される財の一部がなくなるということ），進化（進化的ゲーム理論），コンピューター（を
駆使して数値分析を行う）であった34）。
４．日本の経済地理学者による方法論の考察について
　松原宏［2013］，では，欧米の方法的議論を参照しながら，日本の経済地理学の戦前・戦後
の主要研究業績と方法論的な論点を紹介し，今後の方法論的課題を論じている。それによれば，
日本の経済地理学の源流は，1930年代に求められ，小原敬士，黒正巖などが欧米の研究（J.
H.フォン・チューネンやA.ウェーバー）の紹介の域を超え，戦後の地域構造論にも通じる議論
がなされている35）。
　1954年に経済地理学会が設立され，1955年に『経済地理学年報』が発刊されている。1950年
代，1960年代は，欧米では地域経済学，都市経済学，地域科学といった名前で近代経済学的な
地理学は発展したが，日本では戦前の立地論を継承する傾向がみられた。この時期の日本は経
済成長をめざした地域開発が進められるが，地域間格差が問題視されるようになった。この問
題に注目したマルクス経済学からのアプローチが行われ，飯塚浩二，鴨澤巖などの「経済地誌」
的アプローチ，島恭彦，宮本憲一らの地域的不均等論，川島哲郎，上野登，山名伸作らの独自
アプローチである36）。
　1970年代は，矢田俊文による「地域構造論」の登場とそれをめぐる論争に特徴づけられる。
矢田俊文が，川島哲郎の経済地理学を継承しつつ，国民経済的視点に立って，地域的分業体系
を明らかにする方向性を示した。地域構造論は，図表５のような４つの分野から構成されてい
る。
　産業配置論は，国民経済の地域構造を基本的に規定する産業諸部門・諸機能の配置を解明し
ようとする分野である。1990年代には，産業配置論の議論に立地論を発展的に導入する試みが
なされてきた。またグローバル化とローカル化の進展をうけ，多国籍企業の立地，産業集積の
研究も進み，2000年代には工場の閉鎖などの影響を受け，進化論的観点を導入した立地調整論
も登場している37）。
　地域経済論は，地域区分論，地域間関係論，地域内部の構造の解明の３つに分けられる。国
土利用論は，自然と人間の関係を扱う分野で，土地利用論，資源論，災害・公害論，環境問題
34）Fujita, M. and P. Krugman, ［2004］，pp.142-144，による。（　）内は筆者が追加した。
35）松原宏［2013］，44ページ。これ以外にも，農業経済の立場からJ.H.フォン・チューネンの『孤立国』の
研究を行った近藤康男（1899年～2005年）や，1960～80年代に信州大学の工業経営学の教授であった宮坂
正治などの研究もある。宮坂正治［1997］。
36）松原宏［2013］，45ページ。
37）松原宏［2013］，49～50ページ。松原宏は，松原宏［2006］，によって，立地論を基礎に経済地理学を意
欲的に再構築している。
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に関する諸研究が該当する。地域政策論，地域間格差や過疎・過密，地域経済の衰退など，各
種の地域問題の解決を目指す国土政策や地域政策を主たる研究対象とするものである。地域政
策については，開発経済学の議論や内政的成長論，「地理的集中モデル」などの理論の検討が
求められている38）。
　地域構造論の批判的超克の試みは，中村剛治郎たちの地域的不均等論との論争，水岡不二雄
の批判，地誌をめぐる対立などがあげられる。松原宏は，今後の地域構造論の課題として，産
業立地論と地域経済論の関係，あるべき地域構造，地域的分業をどのように考えるか，地域構
造の変動に関する理論化を進めることといった観点を加えて，４分野の融合をはかるべきとし
ている39）。
　さらに松原宏は，欧米と日本の経済地理学方法論の軌跡を図表６のようにまとめ論点整理を
試みている。欧米の経済地理学は，すでに指摘したように，1990年代以降ますます多元化して
きていることが示されている。その中でも，経済学や経営学において，P.クルーグマンやM.ポ
ーターに代表されるように経済地理学への注目度は高まっている。またD.ハーヴェイの存在感
は大きく，その影響は社会科学全般に及んでいる40）。
　山本健兒は，問題関心は松原宏と異なっているが，欧米の経済地理学の発展史を補完する，
38）松原宏［2013］，50～51ページ。
39）松原宏［2013］，52～55ページ。
40）松原宏［2013］，55～56ページ。D.ハーヴェイは，『資本論』を中心にした批判地理学者として世界でも
っとも著名であり，79才の現在もニューヨーク市立大学の特別教授として研究，教育に携っている。
図表５　地域構造論の枠組み
（原注）矢田俊文〔1982〕，pp.226-265より松原作成。
（出所）松原宏〔2013〕，49ページ。
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山本健兒［2013］は欧米英語圏のA. J.スコット，ドイツのH.バーテルトとG.グリュクラーの経
済地理学整理を援用している。A. J.スコットは，法則追求の学問として新古典派やケインジア
ンの経済学を理論的支柱にして，距離，位置，広がりといった地理的空間的要素を導入する試
みがあったこと，しかしその限界を感じさせる諸問題（1960年代末から1970年代の世界経済の
諸問題）に直面して，政治経済学に依拠して大きな構造的権力をあつかう経済地理学分野が現
れてきたことを指摘している。その貢献をした一人に，前出のE.シェパードがいる41）。
　ドイツのH.バーテルトとG.グリュクラーによれば，戦後のドイツ地理学は，地誌と空間科学
（地域科学）の２つの潮流があったことを指摘し，前者の伝統が根強く残っていたことがドイ
ツの特徴であったとする。彼らは，このドイツ的特徴と地域科学にもとづく経済地理学の弱点
をふまえて，関係論的経済地理学の構想を示している。関係論的経済地理学を理解するために，
地誌学的経済地理学，地域科学的経済地理学とのパラダイムの相違を，山本健兒がまとめたも
のが，図表７である。
むすびにかえて─資本循環の視点から
　これまで確認したように，経済地理学は多様な内容を含み，それぞれの時代に対応するよう
41）山本健兒［2013］，３ページ。
図表６　経済地理学方法論の軌跡
（出所）松原宏〔2013〕，55ページ。
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に学問的発展がはかられてきた。モデル分析としての空間経済学を理解することは重要であり，
P.クルーグマンや藤田昌久によって国際貿易論や経済地理学にブレイクスルーがもたらされた
意義は大きい。しかし，経済学のもっている限界もまたすでによく知られているところでもあ
る。有力な古典派経済学批判者としてK.マルクスがもっていた意義もまた現在，再評価されて
いる。ここでは，国際経済と資本主義の関わりを考える基礎となる資本循環と国際分業のモデ
ルを図表８により紹介しておこう。
　K.マルクスの資本論によってもたらされた資本の循環の概念は，資本主義がいかにして機能
するかについて説得的な説明を展開している。さまざまなモノの使用価値としての尺度である
貨幣は，社会的権力であり，貨幣形態の発達は，人類のイノベーションのうちでも経済発展に
とってはもっとも重要なものであった。普遍的な貨幣形態の発達（紙幣や硬貨の発達）にとも
ない，交換の関係性は，商品交換のみから，商品（W）と貨幣（G）への交換，そして貨幣か
ら商品への交換という関係性へと変化した。この商品と貨幣の循環が成立するためには，貨幣
の循環において超過利潤を実現しなければならなくなる。貨幣資本の循環（G─G'），商品資
本の循環（W─W'）という２つの関係に，３つめの循環，生産資本循環（P─P'）を追加，拡
大したことが，資本主義の本質を明らかにする。すなわち，貨幣資本循環，生産資本循環，商
品資本循環から成り立っている採取，交換，生産活動は，資本主義社会の永続的な再生産と拡
大を可能にしている。これに外国貿易を加えて，国際分業構造を明示したのが，図表８であ
る42）。
図表７　経済地理学の３つのパラダイムの相違
（原注）Bathelt, H. & J. Glückler,〔2003〕，p.124.
　　　 表題と表の中の文言は，山本による再解釈をほどこしてある.
（出所）山本健兒〔2013〕，６ページ。
42）吉信粛編［1994］，またAoyama, Y., Murphy, J.T. and S. Hanson,., ［2011］，青山裕子・J. T.マーフィー・
S.ハンソン著（小田宏信・ 加藤秋人・遠藤貴美子・小室譲訳）［2014］，第４章３節。
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　このK.マルクスの資本の循環の概念は，欧米の標準的で定評のあるP.ディッケンとP.E.ロイ
ドによる経済地理学のテキストの「第９章　マルクスの社会経済理論からの考察」，「第10章　
社会関係と生産の地理学」でも説明されている43）。
　さて，地理学者とマルクスの考えとの重要な最初の関わりは，D.ハーヴェイが資本の循環の
概念を経済発展のプロセスの説明に拡大させた1970年代に由来する44）。
　資本の移動性と地理が，都市経済，地域経済の現代的進化をいかに形づくるのかを説明する
ために，D.ハーヴェイは第２次，第３次の循環をマルクスの第１次循環に付けくわえた。第２
次循環は国家によって調整され，金融・投資市場がその中心に位置している。国家は，第３次
循環における資本流動の作用，規模，範囲に対して多大な影響を持つ。D.ハーヴェイの３つの
循環モデルは，一つの地域における資本フローを簡潔にえがいているが，これらの相互関連性
の現実世界でのダイナミクスは資本フローの空間的・時間的特徴によって複雑化され，外部の
市場や場所との結びつきによって意味深く形づくられ，それぞれの地域の独自の歴史的・地理
的状況によって多少なりとも決定づけられる45）。
　地域活性化や地域の振興，発展は，それぞれの地域の個別の問題と理解されがちであるが，
資本主義世界経済の転換と独立して存在しているわけではないので，その分析と認識をなくし
て論じることはできない。
43）Dicken, P. and P. E. Lloyd, ［1990］，P.ディッケン・ P. E.ロイド著（伊藤喜栄監訳，池谷江理子・岡橋秀典・
富田和暁・宮町良広・森川滋訳）［2001］，下巻。また，P.ディッケンのグローバル・シフトは，生産連鎖
の概念を使い（それは資本の循環を前提にしているが），貿易，多国籍企業活動，国家，技術などの関係を
バランスよく説明し，理論と実証のバランスもとっている。
44）Harvey, D., ［1982］，D.ハーヴェイ著（松石勝彦・水岡不二雄訳）［1989，1990］。
45）Aoyama, Y., Murphy, J. T. and S. Hanson,., ［2011］，青山裕子・J. T.マーフィ ・ーS.ハンソン著（小田宏信・
加藤秋人・遠藤貴美子・小室譲訳）［2014］，107～109ページ。
図表８　資本の循環と国際分業
（出所）吉信粛編〔1994〕，84ページ。
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　1985年のプラザ合意以降，産業集積の「縮小」が進んでいく中でも，「日本の工業集積の最
上質の部分」は残っていっている。植田浩史編［2004］，では，いくつかの事例が示され，質
的な分析が行われている。一つの事例として，同書に所収されている，粂野博行「産地縮小と
地域内企業の新たな胎動」がある。粂野博行編著［2010］もその系譜に属する。さらに，中小
企業総合研究機構［2003］，でも，その例が示されている。
　また，小田宏信［2005］，は，日本の機械産業の空間的集積・分散の機構，またそれに随伴
して生じる空間的な分業関係の変容を丁寧に追跡しており，資本主義システムの変化の中で地
域経済の変容を産業集積を軸においた興味深い分析である。
　グローバリゼーションの全体的把握と同時に，今後，地域産業の発展を調査，実証していき
たいと考えている。
（※） 本研究の一部は，「文部科学省私立大学戦略的研究基盤形成支援事業（平成22年度～平
成26年度）」によって行った。
図表９　D.ハーヴェイの資本循環の枠組み
（原注） The Limits to Capital by David Harvey. Copyright© 1982 David Harvey. Reproduced with 
permission of Blackwell Publishing Ltd. through Tuttle-Mori Agency, Inc.
（出所） Aoyama, Y., Murphy, J. T. and S. Hanson.,〔2011〕，青山裕子・J.T.マーフィー・S.ハンソン著
（小田宏信・加藤秋人・遠藤貴美子・小室譲訳）〔2014〕，108ページ。
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